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研究環境基盤部会（以下，研究環境基盤部会）において，2016 年 3 月から共同利用・共同研究体
制の在り方についての議論がはじまる。2004 年の法人化後，12 年を経て，あらためて大学共同利
用機関の存在意義や役割が問われることになった。この議論は，2017 年 2 月に「今後の共同利用・
共同研究体制の在り方について（意見の整理）」を経て，2018 年 12 月には「第 4 期中期目標期間
における大学共同利用機関の在り方について（審議のまとめ）」としてまとめられ，ひとまず大学
共同利用機関の存続（12 年），自己検証の実施，4 機構法人の存続と総合研究大学院大学との連合
体の形成が決められた。2019 年 3 月には，研究環境基盤部会の下に大学共同利用機関改革に関す
る作業部会が新たに設置され，先の（審議のまとめ）を踏まえて，大学共同利用機関が備えるべき










































































第 3 期中期計画の柱の 1 つである総合展示第 1 室展示再構築は，いろいろな局面で下された館
長判断によって，2019 年 3 月 19 日，一般公開することができた。そのなかでも最大の問題は財源























一方，2016 年 5 月，第 1 室は 3 年間の休室にはいる。再構築で再利用する大型模型や資料は，別
の場所に移すと新たな経費が発生するため，展示場に残したまま作業の進展に合わせてこられの資
料を動かしながら工事を行う方式が採られた。そのためには 3 年間の時間が必要だったからである。





ため，2012 年に決定した 2 段階公開方式から同時公開方式への舵が切られた。2 年後に展示オープ
ンを控えていた展示プロジェクト委員会にとって，とくに大テーマⅥ後半と 2 つの副室のチームは，
数年間の遅れをできるだけ早く取り戻そうと努めたものの，最後までその影響が残ってしまったこと















































り，文化庁，ウェールズ国立博物館，当館の共催により，平成 30 年に「KIZUNA: Japan ¦ Wales ¦ 
Design」として実現し，ウェールズ国立博物館としては記録的な入館者を動員することとなった。
　この他に，スイス・チューリヒ大学のハンス・トムセン教授と館長との長年の交流を基盤にスイ
スでの在外日本関連資料の調査は推進されており，ルツェルン応用科学芸術大学アート・デザイン
学部との研究交流協定などの形で実を結んでいる。
　今後も在外日本関連資料の調査は継続していくと思われ，ダラム大学やスコットランドで予定さ
れている日本展示への協力など，久留島館長が蒔いた種は，まだしばらくは花を咲かせ続けていく
ことになるであろう。
（大久保純一）
